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○ 地下水等利用専用水道を設置する際は，配水管への逆流防止措置が採られていることや，施設

で利用する地下水等の計測装置（メーター）が設置されていること等，上下水道局が定める基準

を満たす必要があります。 

○ 地下水等利用専用水道の設置の届出をしない，又は虚偽の届出をした場合は，京都市水道事業

条例に基づき，過料が科されることがあります。 

○ 制度の適切な運用のため，京都市水道事業条例に基づき，施設への立入検査を実施することが

あります。 

○ 水道施設維持負担金制度に関する条例等（京都市水道事業条例・京都市水道事業条例施行規程）

の他，各種届出様式，既存対象者の届出の受付方法等の詳細については，上下水道局ホームペー

ジ（http://www.city.kyoto.lg.jp/suido/）に掲載しています。 

その他 ３ 

＜水道施設維持負担金制度に関するお問合せ先＞ 

京都市上下水道局総務部お客さまサービス推進室（料金担当） 

【住所】〒601-8004 京都市南区東九条東山王町１２ 

【電話】075-672-7733 【FAX】075-671-4165  

（平成 30 年 5 月発行） 


